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1．件名 

純水装置の点検整備 

 

2．概要 

本仕様書は、日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）核燃料サイクル工学研究所 再処

理廃止措置技術開発センター ガラス固化技術開発施設（以下、ＴＶＦ）内に設置されている

純水装置について、純水の安定供給を図るため点検整備を行うものである。 

本作業において、受注者は対象設備の構造、取扱方法、関係法令等を十分理解し、受注者の責

任と負担において計画立案し、本作業を実施するものとする。 

 

3．契約範囲内 

受注者の行う内容、数量等の詳細については「8.作業内容」に記載する。 

(1) 純水装置の点検整備 １式 

(2) 図書提出 １式 

 

4．契約範囲外 

3. 項に記載なきもの。 

 

5．支給物件・貸与物件 

5.1 支給物件  

以下の物品等を現地工事時に無償で支給する。 

(1) 現地工事用電力（原子力機構指定の位置から支給し、支給点から使用場所までの設備費は

受注者負担とする） 

(2) 現地工事用水道水（原子力機構指定の位置から支給し、支給点から使用場所までの設備費

は受注者負担とする） 

(3)その他、協議の上決定したもの 

 

5.2 貸与物件      

なし 

 

6．一般仕様 

6.1 納期 

令和 7年 2月 28日 

 

6.2 納入場所（作業場所）及び方法 

(1) 納入場所（作業場所） 

茨城県那珂郡東海村大字村松 4番地 33 

原子力機構 核燃料サイクル工学研究所  

再処理廃止措置技術開発センター ガラス固化技術開発施設 

ユーティリティＢ室及び屋外タンク置場（管理区域外）  



 

 

(2) 方法 

試運転・調整後渡し 

 

6.3 保証 

(1) 受注者は、本仕様書に基づいて実施した点検整備が本仕様書の諸条件を完全に満たすもので

あることを保証するものとする。保証期間中に本仕様書の諸条件を満足しなくなった場合には、

受注者はその条件を満たすため、無償にて必要な改善等の処置を直ちに行うものとする。 

(2) 保証期間は、原則として 1年間とする。ただし、不適合の是正後の保証期間については、別

途協議の上決定するものとする。 

 

6.4 検収条件 

「7．5 試験及び検査」の合格、「6.5 提出図書類」の確認並びに原子力機構が仕様書に定める

業務が実施されたと認めたことをもって検収とする。 

 

6.5 提出図書類 

(1) 確認の必要な文書及び品質記録 

1) 受注者は、表-1「提出文書一覧」に示す文書（図面・データを含む）及び品質記録を提出期

限までに提出し、原子力機構の確認を得るものとする。 

2) 提出する文書（図面・データを含む）には、本仕様書に明記されていない重要な文書及び本

仕様書を逸脱する事項も含むものとする。 

3) 原子力機構は、提出図書に関し、特に「確認」を必要とするものについて、確認のために提出さ

れた図書を受領したときは、確認印を押印して返却する。また、修正が必要な場合は修正を指示す

る。なお、受注者は、原子力機構の確認を得ずに、リリース（次工程への進捗、又は引渡し）

してはならない。 

(2) 提出文書に関する注意事項 

1) 表紙に契約件名、提出日、受注者名等を記述し、提出すること。 

2) 委任又は下請負届（機構指定様式）については、2 週間以内に原子力機構から変更請求をし

ない場合は、自動的に承認したものと見做す。 

(3) 提出様式 

1) 用紙は原則として A4版、図面は A系列とする。 

2) 提出文書は、多年の使用に耐える用紙、印刷方法、及び装丁であること。 

3) 様式、内容、その他不明碓な点はその都度、原子力機構の指示に従うものとする。 

(4) 提出場所 

原子力機構 核燃料サイクル工学研究所  

再処理廃止措置技術開発センター ガラス固化部 ガラス固化管理課 

 

 

 

 

 



 

 

表-1 提出文書一覧 

項  目 様式 提出部数 提出期限 確認 備考 

品質保証計画書 受注者 2部 契約後速やかに ○  

工程表 受注者 2部 契約後速やかに ○  

作業計画書 原子力機構 １部 着工の 20日前   

作業要領書 受注者 2部 着工の 20日前 ○ 
ﾁｪｯｸ式手順

書含む 

作業員名簿 原子力機構 １部 着工の 20日前  
資格写し含

む 

作業等安全組織・責任者届 原子力機構 １部 着工の 20日前   

安全衛生チェックリスト 原子力機構 １部 着工の 20日前   

リスクアセスメント 

ワークシート 
原子力機構 １部 着工の 20日前  

 

委任又は下請負等の承認に

ついて(様式 A) 
原子力機構 1部 作業開始前 ○ 

※下請負等があ

る場合に提出 

再処理センター一時立入申

請書<3 か月以内> 原子力機構 １部 着工2週間前まで  

公的身分証

明書の写し

要＊ 

試験・検査要領書 受注者 2部 検査の7日前 ○  

試験・検査記録 受注者 2部 検査後7日以内 ○  

打合せ議事録 受注者 2部 打合せの翌日 ○  

電話連絡確認書 原子力機構 2部 連絡後速やかに ○  

作業報告書 受注者 2部 納期内   

＊身分確認時の公的身分証明書は、写真付き公的証明書（運転免許証、運転経歴証明書、パスポー

ト、写真付住民基本台帳カード、個人番号カード（マイナンバーカード）、外国人登録証、在留カード、

特別永住者証明書）とする。これらがない場合は、2 種類以上の公的書類（住民票、健康保険証、年

金手帳）とする。 

 

6.6 適用法令・規格、技術基準等 

受注者は、本契約の実施にあたって次に掲げる関係法令、原子力機構規程、研究所規程、再処

理廃止措置技術開発センター等の規則（最新版）を遵守するものとし、原子力機構が安全確保の

ための指示を行ったときは、その指示に従うものとする。 

この他に、工作基準等、メーカの社内基準を用いる場合は、適用範囲を明示の上、原子力機構

に提出し確認を得るものとする。 

① 原子力基本法 

② 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 

③ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令 

④ 使用済燃料の再処理の事業に関する規則 

⑤ 労働安全衛生法 

⑥ 廃棄物処理法 

⑦ 日本産業規格（JIS） 

⑧ 「原子力発電所における安全のための品質保証規程」の適用指針（JEAG4121-2009） 

⑨ 「品質マネジメントシステム-要求事項」(JIS Q 9001 (ISO 9001)) 

⑩ 原子力機構が定める各種規定、基準及び再処理廃止措置技術開発センター内で制定した規



 

 

程等 

・核燃料サイクル工学研究所 共通基準・要領 

・再処理施設 保安規定 

・再処理施設 安全作業基準 

・再処理施設 品質マネジメント計画書 

・事故対策手順 

・秘密文書取扱規程 

・情報セキュリティ管理規程 

⑪ その他、本契約に係る国内法規 

 

6.7 機密の保持 

受注者は、本件を実施するために原子力機構より提出された資料等すべての情報を機密扱いと

し、受注者の責任において管理する。機微情報は本契約以外の目的で使用しないこと。また、機

構の同意なく第三者に開示してはならない。 

 

6.8 安全管理 

(1) 受注者は、原子力機構が定めた「請負作業の安全確保に係る基準（令和元年 12月 1日改定）」

に従い、作業の安全管理を行うこと。 

(2) 受注者は、引合時又は受注後に原子力機構から「請負作業の安全確保に係る基準」の貸与を受

け、内容を十分理解し、引合時の内容検討、受注後の安全管理上の手続きを確実に行うととも

に、下請負者への周知を行うこと。 

 

6.9 緊急時の対応及び異常時の対応 

(1) 受注者は、非常事態等が発生した場合、原子力機構の指示に従うとともに、6.6 項に示す原子

力機構の定める各種規定、基準類を遵守するものとする。 

(2) 受注者は、原則として以下を対処すること。 

1) 天災、火災、事故等の非常事態が発生した場合、現場責任者は作業員に作業を中断させる等

の指示を与え、人命尊重を第一とし、次に汚染拡大及び二次災害の防止を図ること。 

2) 非常事態が発生(発見)又はそのおそれが生じた場合は、応急処置をとるとともに、作業担当

課に迅速に通報すること。 

3) 火災が発生した時、又は救急車を要請するときは、公設消防 119、研究所通報連絡者（研究所

非常用電話：内線 9999、外線 029-282-1133-9999）及び作業担当課に連絡すること。 

4) 人身事故の場合、その連絡先及び措置結果を作業担当課に連絡すること。また、受注者はそ

の応急措置について事後速やかに文書をもって作業担当課に報告すること。 

 

6.10協議 

(1) 本仕様書に記載されている事項及び本仕様書に記載のない事項について疑義が生じた場合は、

原子力機構と協議のうえ、その決定に従うものとする｡ 

(2) 決定事項は、議事録にて記録し、相互に確認及び保管管理する。 

(3) 別途協議した決定事項は、提出図書に反映する。 



 

 

 

6.11受注者の責任と義務 

6.11.1 受注者の責任 

(1) 受注者は、本契約において原子力機構が要求するすべての事項の責任を負い、本仕様書の要求

に合致した完全なものを、納期までに機構に引き渡すものとする。 

(2) 受注者は、本仕様書を検討し、誤り欠陥等を発見したならば、直ちに原子力機構に申し出る責

任を有するものとする。 

(3) 原子力機構が点検・検査等について受注者に要求又は提案した事項に受注者が同意した場合は、

それによって生ずる一切の責任は受注者が負うものとする。 

 (4) 受注者が下請業者を使用する場合は、事前に原子力機構の確認を受けること。受注者が使用す

る下請業者（材料等の購入先、役務の提供先を含む）が負うべき責任といえども、その責任はす

べて受注者が負うものとする。 

(5) 受注者は、国内法令及び原子力機構規程等に従うこと。これに従わないことにより生じた作業

員の損害の責任はすべて受注者が負うものとする 

(6) 受注者が原子力機構に確認を申請した事項について、原子力機構の確認後といえども受注者が

負うべき責任は免れないものとする。 

 

6.11.2 受注者の義務 

(1) 受注者は、原子力機構が検査・試験及び監査のために受注者並びにその下請業者等の工場に立

入ることを要請した場合は、これに応じる義務を有する。 

(2) 本工事における資材搬入時、又は現地工事において原子力機構の設備等に損傷を与えた場合、

受注者は、無償にて速やかに補修、もしくは交換を行うものとする。 

(3) 受注者は、労働災害防止等に関する法律に規定する元方事業主になり、労働災害の防止に努め

ること。 

(4) 受注者は、本件に係る作業員に対して、表-2の教育を実施しなければならない。 

(5) 受注者は、本保守作業にて得られた設備の維持又は運転等に必要な保安に係る知見・技術情報

があれば提供すること（日報、作業報告書等にて報告のこと）。 

(6) 受注者は、購買要求事項への適合状況を記録した書類（検査記録、仕様を確認できる取扱説明

書等）を提出すること。 

表-2 

教育名 実施者 機構による内容確認 備考 
「作業責任者認定制
度」に基づく認定教育
（現場責任者、現場分
任責任者、安全専任管
理者、放射線管理者） 

原子力
機構 

なし 
忘 れ ず に
認 定 手 続
きを行う 

その他原子力機構が指
定する教育 

受注者又
は原子力
機構 

受注者で実施した教育について受注者
は、教育記録（科目、時間）を工事担当課
に提出し、その教育について定めた規定、
基準類を満たしていることの確認を受け
る 

 

 

6.12品質保証 

(1) 受注者は、品質保証計画書（又は品質マニュアル）を提出し、確認を得ること。 



 

 

(2) 品質保証計画書（又は品質マニュアル）は、受注者の品質システムによるが、以下のプロセスを

含むものとする。 

組織、責任及び権限、文書及び記録管理、設計管理、工程管理、購買管理、検査･試験管理、計

器の校正管理、不適合管理、是正処置及び予防処置 

(3) 受注者は、原子力機構の「再処理施設品質マネジメント計画書」に基づき実施する品質保証活動

に協力しなければならない。 

(4) 受注者は、引合時、契約期間中に不適合が発生した際に、原子力機構からの要求があった場合に

は、立入調査及び監査に応じるものとする。 

 

6.13不適合の報告及び処理 

受注者は点検や検査等において発生した不適合について、その内容と原因の調査及び処理案等を

速やかに報告書にて報告すること。この処理案については、原子力機構の確認を受け、処理後にそ

の結果を報告すること。 

また、発生した不適合の種類、原因及び影響の度合いによっては、上記の処理案に再発防止策を

含めること。 

 

6.14 安全文化を育成し維持するための活動 

    本件は、ガラス固化技術開発施設に設置されている純水設備の点検等作業を実施するものであり、

ヒューマンエラー発生防止等の活動に努めるとともに、基準及びルールを遵守すること。また、関

連する原子力機構の活動に協力し、受注者自らも率先して活動を行うこと。 

 

6.15下請業者の管理 

(1) 受注者は、点検・検査等に使用する主要な下請業者のリストを原子力機構に提出すること。 

(2) 受注者は、下請業者の選定にあたって、技術的能力、品質管理能力について、本件を実施するた

めに十分かどうかという観点で、評価・選定しなければならない。 

ＪＩＳ製品規格がある製品については、「JIS マーク表示制度」に基づき、国により登録された

民間の第三者機関（登録認証機関）から認証を受けた事業者（認証製造業者等）の製品を用いる

こと。 

(3) 受注者は、原子力機構の認めた下請業者を変更する場合には、原子力機構の確認を得るものとす

る。 

(4) 受注者は、全ての下請業者に契約要求事項を十分周知徹底させること。又、下請業者の作業内容

を完全に把握し、品質管理、工程管理はもちろんのこと、あらゆる点において下請業者を使用し

たが故に生ずる不適合を防止すること。 

万一、不適合が生じた場合は、6.13項「不適合の報告及び処理」に従うものとする。 

 

6.16グリーン購入法の推進 

(1) 本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）に適用

する環境物品（事務用品、ＯＡ機器等）が発生する場合は、これを採用するものとする。 

(2) 本仕様に定める提出図書（納入印刷物）については、グリーン購入法の基本方針に定める「紙類」

の基準を満たしたものであること。 



 

 

 

6.17撤去品、産業廃棄物の処分 

(1) 現地の作業において発生する撤去品、廃棄物等の処分に関しては、廃棄物処理法、原子力機構の

「一般廃棄物・産業廃棄物及びリサイクル取扱要領書」に従うこと。 

(2) 非管理区域で使用した器材は、「一般器材」として「使用機材処理票」を起票し原子力機構内で

処分する。 

(3) 産業廃棄物は、廃棄物処理法に基づくマニフェスト制度に基づき、産業廃棄物処理業者に委託し

て処分すること。その際のマニフェスト伝票は記録として保管すること。 

 

6.18電子データ流出防止 

受注者は、本業務の実施にあたり、知り得た情報を厳重に管理し、本業務遂行以外の目的で、

受注者及び下請会社等の作業員を除く第三者への開示、提供を行ってはならない。 

受注者は、管理情報及び管理情報が入っているパソコン並びに電子媒体等へファイル交換ソフ

ト等のインストールをしてはならない。また、ファイル交換ソフト等のソフトウェアがインストー

ルされているパソコン及び電子媒体等の使用は行わないこと。 

このため、機密保持を確実に行える具体的な情報管理要領書等を定め、これを厳格に遵守するこ            

と。 



 

 

7.技術仕様 

7.1 一般仕様 

(1) 受注者は、作業要領書を作成し、事前に原子力機構の確認を得ること。 

(2) 点検整備作業の実施にあたっては、重要機器であり 2系統のうちの１系統を常時運転しなければな

らないため、品質管理に細心の注意をはらい 1台ずつ実施すること。 

(3) 受注者は、原子力機構と作業の安全等について十分打合せを行い、綿密な計画による作業工程表に

従い作業を進めること。 

(4) 作業日程詳細については、原子力機構と別途調整を行うこと。 

(5) 責任区分 

1) 原子力機構と受注者相互にアイソレーションの確認を行い、原子力機構から作業開始の了承を

得た後作業を開始する。 

2) 各検査を行い、原子力機構と受注者相互により異常のないことが確認された後、受注者は原子

力機構へ当該設備を引渡すこと。異常が発見された場合は、速やかに処置を行うこと。 

 

7.2 対象設備・装置等の仕様 

(1) 中和槽 pH計 

 1) pH 指示計 

       数量   ：1台 

製造メーカ：電気化学計器㈱ 

       型式   ：HDM-135 

       TAG№    ：PHIO±15 

 2) pH 電極 

数量   ：１台 

       製造メーカ：電気化学計器㈱ 

       型式   ：5622-10F 

       TAG№    ：PHIO±15 

(2) 導電率計 

 1) アニオン交換塔出口導電率計 

  ① 導電率計変換器 

数量   ：２台 

     製造メーカ：電気化学計器㈱ 

     型式   ：WDM-135A 

     TAG№   ：CIW+11.1、CIW+12 

  ② 導電率検出器 

数量   ：２台 

     製造メーカ：電気化学計器㈱ 

     型式   ：A6-141 

     TAG№    ：CIW+11.1、CIW+12 

  2) カートリッジデミ出口導電率計 

  ① 導電率計変換器 



 

 

数量   ：１台 

     製造メーカ：電気化学計器㈱ 

     型式   ：WDM-135A 

     TAG№   ：CIO+W+11.2 

  ② 導電率検出器 

数量   ：１台 

     製造メーカ：電気化学計器㈱ 

     型式   ：A6-141 

     TAG№    ：CIO+W+11.2 

(3) イオン交換樹脂塔 

 1) カチオン交換樹脂塔 

数量   ：２基 

       製造メーカ：荏原インフィルコ株式会社（現：水 ing株式会社） 

       型式   ：エハラインフィルコ IECD型 カテクサ 

       外槽   ：SUS304TP 

槽内品  ：流量ディストレイビューター、通薬バッフル、流出ディストレイビュータ 

樹脂   ：カチオン交換樹脂（DOW650C） 100L×2塔 

       TAG№    ：M111/M121 

 2) アニオン交換樹脂塔 

数量   ：２基 

       製造メーカ：荏原インフィルコ株式会社（現：水 ing株式会社） 

       型式   ：エハラインフィルコ IEAD型 カテクサ 

       外槽   ：SUS304TP 

槽内品  ：流量ディストレイビューター、通薬バッフル、流出ディストレイビュータ 

樹脂   ：アニオン交換樹脂（ダイヤイオン PA316） 200L×2塔 

       TAG№    ：M112/M122 

(4) 流量計 

 1) 原水流量計 

     数量   ：２台 

     製造メーカ：東京計装株式会社 

     型式   ：R-101-E 

     流体   ：工業用水 

     流量   ：最大 3m3/h、最小 0.3m3/h、常用 1～2m3/h 

圧力   ：0.74MPa 

     TAG№   ：FI11、FI12 

 2）硝酸希釈流量計 

     数量   ：１台 

     製造メーカ：東京計装株式会社 

     型式   ：R-751-R 

     流体   ：工業用水 



 

 

     流量   ：最大 1m3/h、最小 0.1m3/h、常用 0.72m3/h 

圧力   ：0.74MPa 

     TAG№   ：FIO-A-161 

  3）苛性ソーダ希釈流量計 

     数量   ：１台 

     製造メーカ：東京計装株式会社 

     型式   ：R-101-E 

     流体   ：工業用水 

     流量   ：最大 1m3/h、最小 0.1m3/h、常用 0.72m3/h 

圧力   ：0.74MPa 

     TAG№   ：FI162 

 

7.3 点検整備内容 

7.3.1技術的要求 

TVF は、国内の原子力発電所の原子炉から取り出した使用済燃料を再処理する過程で分離される

高放射性廃液をガラス原料とともに高温溶融し、ガラス固化体に処理する施設である。 

本点検整備対象となる純水装置は、放射性物質の閉じ込め機能が求められる槽類換気設備の廃気

洗浄水等に供するものであり、本来の機能、性能の維持が求められる設備である。 

このため、純水装置は、万全な品質管理の下に点検整備された健全かつ信頼性を有する設備であ

るとともに、本来の機能、性能を長期に満足するものでなければならない。また、純水装置の点検

整備は、短期間となるよう的確かつ効率的に実施するものでなければならない。 

 

7.3.2 純水装置の点検整備内容 

(1)中和槽 pH計の点検整備 

1) 検出部の点検整備を実施し、電極、内部液、その他消耗品を交換すること。なお、pH 計電極

を交換する際は、防護具を着用し中和槽内の薬液が飛散しないよう注意し作業を行うこと。 

2) 検出部の標準液校正（pH４、pH７）を行うこと。 

3) 指示変換部のゼロ、スパンボリュームの点検校正を行うこと。  

4) 総合作動チェックとして伝送出力、等価抵抗試験及び調整を行うこと。 

(2) 導電率計の点検等作業 

1) 指示変換部のゼロ、スパンボリュームの点検校正行うこと。 

2) 検出部セルの点検等作業を実施すること。 

3) 総合作動チェックとして伝送出力、等価抵抗試験及び調整を行うこと。 

(3) 流量計の点検等作業 

1) 原水流量計、硝酸希釈流量計、苛性ソーダ希釈流量計を取り外し、点検清掃を行うこと。 

2) 復旧の際、パッキン類を交換すること 

(4) 水質分析 

1) 原水及び処理水の分析を行うこと。なお、原水分析のサンプリングは一系列分のみ行い、処

理水分析は二系列分を行うこと。分析項目を資料-1に示す。 

 



 

 

7.3.3 交換部品（消耗品） 

(1) pH 計 

    ・電極・・・・・・・・・・・・・・1式 

    ・ガスケット、パッキン類・・・・・1式 

   (2) PLCバッテリー 

   ・バッテリー・・・・・・・・・・・1個 

    

7.3.4 その他 

各作業時においては、十分な照明の下で作業、試験・検査を行い、作業資材や埃、異物が侵入し

ないよう十分に注意すること。 

 

7.4 梱包･輸送 

受注者は、本点検整備作業に必要な部品等を受注者にて手配し、現地へ搬入する場合は、製品に損

傷又は振動、傾斜、急激な温度変化等を与えない梱包及び輸送方法とすること。 

 

7.5検査・試験 

7.5.1 一般的要求事項 

(1) 本仕様書に規定された検査・試験は、受注者の責任において行うものとする。 

(2) 試験・検査は、原子力機構が確認した試験・検査要領書に従って実施すること。 

(3) 原子力機構は、本件で要求した試験・検査に立会う権利を有するものとする。 

(4) 受注者は、必要に応じて試験・検査を下請けさせることが出来るが、いかなる場合といえども

受注者の責任において行うものとする。 

(5) 受注者は検査を、必要な知識、技能、経験を有する検査員又は有資格者に行わせなければなら

ない。 

(6) 試験・検査の項目及び方法については、本仕様書又はメーカ基準等によるものとし、これらに

明示なきものについては、他の適切な基準によるものとする。 

(7) 試験・検査に用いる装置、計器類は、当該の検査・試験に必要な精度を持ち、校正済のものを

必要な数量を用意しなければならない。 

(8) 協力会社の工場等において使用前自主検査、定期事業者検査並びに自主検査等又はその他の活

動を行う際、原子力規制委員会の職員は当該工場等へ立ち入る権利を有するものとする。 

 

7.5.2 技術的要求事項 

(1) 試験・検査の計画 

受注者は、性能検査受験及び次の事項を考慮した試験・検査要領書を作成し、原子力機構の確

認を得ること。 

① タイミング   

② 対象品目  

③ 実施項目   

④ 検査方法   

⑤ 合否判定基準   



 

 

⑥ 立会検査の有無      

⑦ 合格による処置（次工程への進捗許可、出荷許可等の確認条件とその方法） 

⑧ 実施場所  

⑨ 検査員に必要な知識・技能、備えるべき資格等 

⑩ 適用又は準用する法令、規格、基準 

⑪ 記録項目 

(2) 検査の方法 

本作業における試験・検査は、以下の項目･方法、時期及び合格判定基準とする。 

1) 外観目視検査 

検査方法：点検･整備作業が終了した後、機器外観を目視にて確認する。 

判定基準：有害な傷等がないこと。 

2) 試運転検査 

検査方法： 点検･整備終了後、片系列にて試運転(再生)を行うとともにバルブの作動確認、リー

クチェックを行う。また、廃液の自動中和モードの試験も併せて行う。 

判定基準: 流量、時間、圧力等に異常がなく正常に運転が行われること。 

           バルブからのリークがないこと。 

(3) 合否判定基準 

1) 合否判定基準は、本仕様書又はメーカ基準等の通りとするが不明瞭な点については、原子力機

構と協議の上決定する。 

2) 上記 1)で機構が不合格と判断した場合に受注者の提案により、それが保証上十分であると原子

力機構が認めたときは、条件付きで合格とすることがある。 

3) 試験又は検査が不合格になった場合、受注者は品質を低下しないように処置しなければならな

い。なお、その処置方法については原子力機構の確認を得るものとする。 

4) 試験又は検査の不合格による納期の遅延は原則として認められない。また費用の増加は全て受

注者の負担とする。 

(4) 検査の立会区分 

本件の検査･試験における原子力機構の立会区分は、以下のとおりとする。 

項 目 原子力機構 受注者 

外観目視検査 ○ ■ 

試運転検査 ○ ■ 

   ○：立会検査 ■：自主検査 

(5) 検査の実施 

受注者は、確認された試験・検査要領書等に従い、試験・検査を実施すること。 

(6) 検査の記録 

受注者は、確認された試験・検査要領書等に従い、試験・検査の結果を記録すること。  

(7) 検査員及び監督員 

検査員 

1）一般検査 管財担当課長 

監督員 

1）外観目視検査  ガラス固化部 ガラス固化管理課員 



 

 

2）試運転検査   ガラス固化部 ガラス固化管理課員 

 

7.6出荷（引渡）許可の方法 

本製品は、現地立会検査にて、原子力機構担当者が全ての検査が完了したことの確認をもって、

出荷（引渡）許可の了解を伝達する。 

 

7.7 設備の識別、保管等 

受注者は、本設備が試験・検査の結果、出荷（引渡）可能となった場合には、機構に引渡される

までの間、誤使用、劣化を防止するため、適切な養生･保護・梱包、製品の識別を行い保管すること。 

 

 


